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マンハッタン計画と
米原子力委員会の放射線人体影響研究
高 橋 博 子
はじめに
20世紀においては、軍事を目的とした科学・医学研究が軍産官学複合体の
下大規模な形で実施された。原爆の開発をおこなったマンハッタン計画はその
最大規模の形での軍事研究である。物理的な影響を伴う核爆発だけでなく、核
兵器のもたらす人体への研究についての研究を、第二次世界大戦中及び 1946
年のビキニ環礁での原爆実験ではマンハッタン計画の下で行っていた。1947
年に核開発を担う機関である米原子力委員会が発足してからは米原子力委員会
の生物医学部が、さらに現在はエネルギー省が、広島・長崎の被爆者の研究資
金を提供している。また、米核実験の放射性降下物の人体への影響研究を米原
子力委員会生物医学部が大規模な形で実施している。本シンポジウムでは、筆
者のこれまでの研究に基づいて、放射線人体影響研究がいつどのような目的で
実施されてきたのかを概観し、1948年のロス・アラモス研究所の科学者の被
ばく問題において、軍事機密体制で実施された責任回避問題について検証し
た。
（1）マンハッタン計画下の放射線影響調査
マンハッタン計画の下では、1943年 5月 12日、マンハッタン工兵管区司令
官のレスリー・グローブズ（Leslie Groves）准将の要請に応じて、マンハッタ
ン計画の一環として放射能毒性小委員会（Radioactive Poisons Subcommittee）
― ５ ―
が発足した。その報告書「軍事兵器としての放射性物質」では、「戦争での兵
器としての放射性物質の利用についてはこのプロジェクトのさまざまなメンバ
ーによって重要な考えとしてあげられている」と、放射性物質が戦争における
兵器として有効であることが述べられていた。その理由としては、「放射性物
質によって汚染された地域は自然の放射線の崩壊が放射線を安全なレベルに下
げるまでは危険であり続ける」と、身体に深刻な影響を与えるため、また地域
を汚染することを挙げていた。
マンハッタン計画に携わる科学者たちは、広島・長崎への原爆投下よりも前
に、軍事兵器としての可能性を調査する目的のために、放射線兵器の開発・及
び残留放射線の影響について実験を行い検証していたのである1）。
（2）原爆投下直後の日米政府の原爆観
1945年 8月 6日、トルーマン（Harry Truman）大統領は世界に向けて「原
子爆弾に関する声明」を発表した。その一方で 1945年 8月 10日、日本政府は
原爆を「その性能の無差別かつ残虐性において、従来かかる性能を有するがゆ
えに使用を禁止せられをる毒ガス」以上に残虐な国際法に違反する兵器とし
て、スイス政府を通して米国政府に抗議した。
1945年 9月 2日、ミズーリ船上の日本の降伏文書調印により連合国の日本
占領開始されると、広島・長崎に連合国軍のジャーナリストが取材をするよう
になった。1945年 9月 5日『デイリー・エクスプレス』にウィルフレッド・
バーチェット（Wilfred Burchett）の配信記事が掲載された。「広島では、最初
の原子爆弾が都市を破壊し世界を驚かせた 30日後も、人々は、かの惨禍によ
ってけがを受けていない人々であっても、「原爆病」としか言いようのない未
知の理由によって、いまだに不可解かつ悲惨にも亡くなり続けている」と、原
爆投下から一か月後もなお人々が被害を受けている状況を報道した。
原爆投下を国際法違反だとする日本政府の抗議、そして戦争終結後もなお、
不必要な苦しみを与え続け、国際法に違反する生物化学兵器以上に残虐な兵器
― ６ ―
であることを裏付けるようなこうした報道を受けて、1945年 9月 12日、マン
ハッタン計画副責任者ファーレル准将は「広島の廃墟に放射線なし（No Ra-
dioactivity In Hiroshima Ruin）」とする記者会見を開き、「秘密兵器の破壊的な
力は調査者が予想したよりも大きかったが、廃墟の街に危険な残存する放射線
を生み出したり爆発時に毒ガスを発生することはない」とした2）。この声明に
あたって、マンハッタン計画医学部門責任者で、放射能毒性小委員会のため
に、放射線の人体への影響を人体実験などにより調査していた、スタッフォー
ド・ウォレン（Stafford Warren）が、広島・長崎の場合は空中爆発したため、
核分裂物質は亜成層圏までのぼり、薄められて消えてなくなるとファーレルに
説明していた。原爆投下後に入市して被爆した人々の存在も、この声明によっ
て否定したのである。
その一方で、広島・長崎の被爆者の研究は重視された。1945年 8月 28日に
アシュレー・オーターソン（A. W. Oughterson）陸軍大佐は、「日本で使用され
た 2つの原爆の効果についての研究は、わが国にとってきわめて重要である。
このユニークな機会は次の世界大戦まで再び得ることはできないであろう」と
述べ、日本占領が始まると、広島・長崎で米陸海軍合同調査団を指揮した3）。
ABCC の設立にあたって米陸海軍合同調査団を指揮した陸軍と海軍の両軍
医総監が関与した。11月 18日付けの下記の書簡において、ジェームズ・フォ
レスタル（James Forrestal）海軍長官は大統領に対して海軍医総監たちの意見
を紹介し、「合衆国にとって最も重要である放射線の医学的・生物学的影響に
ついての研究のためにかけがえのない機会を提供します」と述べ、全米科学ア
カデミー・学術会議に対して原爆の人間への影響に関する研究を継続する組織
をつくることを命じるよう薦めた。
1947年には、広島・長崎に米陸海軍合同調査団による原爆医学調査を引き
継ぐ形で ABCC（Atomic Bomb Casualty Commission：原爆傷害調査委員会）
が発足した。米国科学アカデミーが ABCC を管轄し、研究予算は米国の軍事
・民事共に核開発を行う機関である米国原子力委員会の生物医学部門が提供し
た。ABCC で収集された原爆医学資料は、米国陸軍病理学研究所が保有した。
― ７ ―
ABCC（原爆傷害調査委員会）は米科学アカデミーが管轄しているため名目上
は学術機関のようだが、実質的には軍の科学者の研究継続のために発足し、入
手した情報は軍事機密情報となったのである。
1950年 6月、米原子力委員会は ABCC の発足以降行われていた「ABCC の
日本人原爆生存者に関する研究の継続」、すなわち広島・長崎における被爆者
の研究を継続することを発表した。ここでは、「日本人生存者は世界で唯一の
原爆で被爆した集団である。この理由により、ABCC の医学的調査結果は科
学者にとって、また米国における軍事・民間防衛計画にとって重要な意味を持
つ。調査結果は科学刊行物において報告されるであろう。また国防総省、国家
安全資源局、米国公衆衛生局、その他わが国で原爆の惨事の際に防衛と救済対
策をとる責任のある機関で利用可能となるだろう」と、「唯一の原爆で被爆し
た集団」として米国の防衛計画構築のために研究の継続が必要であることが述
べられた。米国において原爆が使用された場合に対処するための情報を得るた
め、ABCC の調査は継続されたのである。
さらには、ビキニ水爆被災後、米原子力委員会関係者は反核意識が日本で広
がることを恐れていた。1955年 12月 20日米原子力委員会生物医学部長のチ
ャールズ・ダナム（Charles L. Dunham）から、ABCC の管轄機関である米科
学アカデミーの博士あての手紙では、
米原子力委員会は、研究計画を中断しないための 2つの利害がある。
人体への放射線の影響についてのすべての可能な限り科学的な資料を作る
必要性と、長崎や広島から広がる放射線の人体影響についての誤解を招く
ようなまた不健全な報告を最小限にすることを確かにする必要である。
合衆国が撤退したら、その空間は何かによって満たされるだろう。その
何かとは、時に共産主義によって好まれるような、何か悪いものである。
とりわけ広島の場合がそうであろう。そうした場合、世界の科学共同体も
合衆国も敗者となってしまう4）
― ８ ―
と、冷戦思考そのものの発想で研究計画を実施することが述べられていた。
（3）サンドストーン作戦（Operation Sandstone）とロス・アラモス科学研究
所研究者の被曝
1948年 4月と 5月にマーシャル諸島エニウェトク環礁にて、サンドストー
ン作戦という米原爆実験が実施された。この実験にて、4人の参加していたロ
ス・アラモス研究所の科学者が無人飛行機のフィルター交換の際に被ばくし
た。ロスアラモス科学研究所のルイス・ヘンペルマン医学部長らが調査を行
い、報告書、Knowlton, Hempelman et al,“Beta Ray Burns of Human Skin : A
Report of Four Cases”として、機密解除される予定となった。
米原子力委員会の 1949年 3月 9日の文書によると、米原子力委員会の広報
担当者から、報告書を公表の際の想定される質問を指摘されていた。──「こ
の「事故」の責任者はだれか」、「なぜ被爆後すぐに治療処置をうけていなかっ
たのか、2人は 34時間後、1人は 13日後」。「もしすぐに治療を受けていたな
らけがの具合は深刻だったのか」、「ほかにサンドストーン作戦でけが人は出て
いないか」。
想定問答にあったようなこの 4人の被曝に対して責任があるのはロス・アラ
モス研究所のヘンペルマン医学部長であるはずである。彼は 1948年にハーバ
ード大学に移動していた。責任を問われた形跡は筆者の調査した範囲において
はない。
おわりに
世界医師会（World Medical Association : WMA）は、1964年にヘルシンキ
宣言一般原則（ヒトを対象とする医学研究の倫理的原則）を採択し、「医学研
究の対象とされる人々を含め、患者の健康、福利、権利を向上させ守ることは
医師の責務である。医師の知識と良心はこの責務達成のために捧げられる」と
― ９ ―
謳っている。軍事機密研究として放射線の医学的影響研究が実施される状況
は、明らかにこの原則に反している。研究成果が軍事目的に利用される一方、
軍事機密情報として「患者の健康、福利、権利」の向上のために利用できなく
なるからである。
この問題は、軍事大国である米国独自の問題だけではなく、現在の日本にお
いても直面しているといえる。日本学術会議は、戦前の日本において軍学共同
の下で学術界が戦争に協力してきたことへの反省から、1950年 4月 28日、
「戦争を目的をとする科学の研究には、今後絶対に従わないというわれわれの
固い決意を表明する」とする声明を出し、その後 1967年にも軍学共同に反対
する声明を出している5）。しかし、現在、米軍や防衛省からの予算で研究に参
与している大学があり、日本学術会議も大きく揺れ動いている状況である。ま
た、ABCC の後継機関である放射線影響研究所は、米アレルギー研究所の対
テロ戦争のための予算で広島・長崎の被爆者のデータを利用して研究を行って
いる。安全保障関連法・秘密保護法により、今後学術研究の名の下で軍学共同
が強力に進められる中、「患者の健康、福利、権利」がないがしろにされ、研
究成果が人類共有の財産とならない可能性がある。そうした中、本シンポジウ
ムのテーマである「20世紀アメリカ外交と科学」を見つめなおし、軍産官学
共同体がいかに形成されてきたのかを検証することは、そうした状況の常態化
を防ぐためにも大変重要である。
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